
高校教育改革を先導する拠点の概要 

 

 鹿児島県では、国の「高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン）」を踏まえ、高校教育改革

を先導する拠点（以下、「拠点校」という。）を創出し、その取組・成果を地域全体へ普及させるパイロッ

トケースを構築するため、国の「産業イノベーション人材育成等に資する高等学校等教育改革促進事業」

に申請し、採択された拠点校において、取組等を進めることとしています。 

 

１ 拠点校  

類型 拠点校 事業計画名 補助上限額 

アドバンスト・エッセンシ

ャルワーカー等育成支援 

鹿児島県立 

鹿屋農業高等学校 

農業人材養成に向けた次世代ア

グリイノベーションの拠点形成 
23.9 億円 

鹿児島県立 

加治木工業高校 

多世代共創・ローカルプラット

フォームの拠点形成 
11.8 億円 

理数系人材育成支援 
鹿児島県立 

川内高等学校 

理数系人材養成に向けた次世代

社会共創探究の拠点形成 
12.9 億円 

多様な学習ニーズに対応

した教育機会の確保 

鹿児島県立 

開陽高等学校 

多様な学習ニーズに対応した教

育機会の確保の拠点形成 
13.4 億円 

 計 62 億円 

 

２ 拠点校における主な取組 

拠点校 主な取組 

鹿屋農業 

高等学校 

●分野横断型・専門性のある教育体系の構築 

 生徒が専門的知見に触れる教育体系を構築する。 

●スマート農業教育プログラムの設置 

 スマート畜産、耐候性ハウス等の導入、農業用ドローンの操作技術習得プログラムを構

築し、AIやデジタル技術等の活用ができる高度専門職人材の育成を目指す。 

●地域・大学と連携した実践的な教育プログラム  

 産業界標準の加工施設を用い、農産物の高度な加工、地域への流通・販売まで、６次産

業化の一連のプロセスを体系的に学ぶカリキュラムを構築する。 

 また、大学と連携し、生産した安心・安全な農畜産物を活用し、新たな価値を創造でき

る人材を育成する。 

 さらに、新商品を地域住民等に提供することで、実践的な経営感覚を養う。 

加治木工業

高等学校 

●地域とともに行う段階的な人材育成・カリキュラム創出 

 地域の産業界から求められる「実践的かつ最先端の技術力」や「付加価値創造力」など

の資質・能力の習得を目指し、建設用３Ｄプリンター、協働ロボットなどの操作技術習得

や、製品の高付加価値を図るアイデアを考案する探究学習など、地域の企業と連携を深め、

段階的に専門性を高める教育を実施する。 

●多世代共創プラットフォームの構築・工業高校の魅力発信 

 より高度な技術の探究を希望する生徒等をはじめ、中学生の体験活動や探究を深めたい

卒業生等が利用できる学習支援施設を整備し、多世代が日常的に交流する空間とする。 

●ものづくり部ジュニアユース創設（生徒の知識の体系化と定着） 

 地域の中学校を下部組織として受け入れ、生徒（高校生）が指導側に回ることで、自身

の技術や指導力を定着させるとともに、中学生や保護者に対して工業教育の魅力を直接的

に発信する。 



 

拠点校 主な取組 

川  内 

高等学校 

●文理の枠を超えた理数探究 

 教育機関向けＡＩを導入。また、生徒が自走できる学習体系を構築。文系志望の生徒も

高度な理数的素養を必修として身に付けさせる学校設定科目を開設する。 

 地域の特色を活かして探究活動を実践。文系・理系の枠を超え、大学や企業と連携しな

がらデータ分析や実証的研究を取り入れた高度な理数探究を行う。 

●理数系への苦手意識の軽減、興味・関心意欲を高める学習プラットフォーム 

 理数系教科の基礎学力を積み上げることができる生徒個々に応じた学習プラットフォー

ムを導入する。 

●小中学校への波及、大学・企業関係者との連携   

 小中学生に対して、イベント等を実施し、理数系に関心を持つ児童・生徒を増やす。 

開  陽 

高等学校 

●生徒の状況に応じた個別最適な学びの選択 

生徒の学習状況や進路希望等に応じて、在学期間中に最適な課程を選択できる仕組みを

充実。また、生徒一人ひとりの特性に最適な指導や教育課程の継続的な改善（PDCA）を行

うため、LMS アプリケーション（学習管理システム）を導入する。 

●多様な学習ニーズへの対応 

 生徒が苦手な教科・領域の克服や学力定着を目指すとともに、学校で行う教育への参画

に不安を持つ生徒も、気軽に学びの習慣を身に付けるための環境を整備するため、オンデ

マンド配信を行う。 

 学習管理システムを活用して受講状況や学習履歴を把握し、定期的な面談（チャット等

も活用）やオンラインによる個別指導など、生徒一人ひとりの状況に応じた伴走型支援を

実施する。 

●遠隔授業の充実 

 県の地理的な特性や生徒数減少による課題に対応するため、学校・生徒を対象にしたニ

ーズ調査の結果をもとに、遠隔授業の充実を図る。 

●社会的自立に向けたキャリア教育等の充実 

 進路未決定率の改善と卒業後の社会的自立を見据え、企業、大学、NPO 等と連携した、実

践的キャリア教育プログラムを構築。（店舗運営全体を学ぶ教育等） 

 自身の興味・関心に応じた将来設計を行う手段として、ＶＲを活用した職場体験を行う。

福祉科においては、高齢者や障害のある方の視点を疑似体験し、適切な支援を考える力を

育成するため、ＶＲを活用した体験型学習を導入する。 

 

 


